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業率は 5.5％を記録した 2003 年 4 月以降，趨勢的に低下してきたが，昨年あ














1997 年までは 2％を上限として変動していたものの，1999 年第Ⅰ四半期に



















—  147  —
日本の製造業における雇用調整（熊迫）
注






















気産業に関して公刊資料によって調査し，「赤字が 1 ～ 2 期つづけば，解雇
を行なう企業が例外的でなく出現する」としている。この研究成果は赤字雇
用調整モデルとして，その後の研究に大きな影響を与えている。
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Lt は t 期の雇用量であり，Lt は t 期の最適な雇用量を指している。また，
λは最適な雇用量を実現するために必要な調整量のうち，実際に調整された










RD は 2000 年以降を 1 とするダミー変数，IND は個人投資家比率が過半




lnL*t＝a1＋a2 lnYt＋a3 ln（wt / pt） （5）
ここでの Yt は t 期の生産量，wt / pt は実質賃金率を表している。
すると，（1）式と（5）式に，（2）式（3）式（4）式をそれぞれ加えると，
以下のような式が導出される。
lnLt＝a1λ1＋a1λ2 RD＋a2λ1 lnYt＋a2λ2 RD lnY＋RD＋a3λ1ln（wt / pt）
＋a3λ2 RD ln（wt / pt）＋（1－λ1）lnLt－1－λ2 RD lnLt－1＋μt （6）
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lnLt＝a1λ1＋a1λ2IND＋a2λ1lnYt＋a2λ2INDlnY＋IND＋a3λ1ln（wt / pt）
＋a3λ2 RD ln（wt / pt）＋（1－λ1）lnLt－1－λ2 RDlnLt－1＋μt （7）
lnLt＝a1λ1＋a1λ2 FOR＋a2λ1 lnYt＋a2λ2 FORlnY＋FOR＋a3λ1ln（wt / pt）
＋a3λ2 FOR1n（wt / pt）＋（1－λ1）1n Lt－1－λ2FOR1n Lt－1＋μt （8）
この 3 式に加え，（9）式のように，ダミー変数を用いない調整速度の推計
も行う。
lnLt＝a1λ1＋a1λ21nYt＋a3λ1ln（wt / pt）＋（1－λ1）1nLt－1＋μt （9）
















機器産業，輸送機器産業で 2005 年 3 月期までの必要なデータが全てそろっ















RD×llabor01 "RD" と "labor01" との交差項
RD×sales "RD" と "sales" との交差項
RD×wage "RD" と "wage" との交差項
IND×llabor01 "IND" と "labor01" との交差項
IND×sales "IND" と "sales" との交差項
IND×wage "IND" と "wage" との交差項
FOR×llabor 01 "FOR" と "labor 01" との交差項
FOR×sales "FOR" と "sales" との交差１頁




Variable Obs Mean Std. Dre. Min Max
labor 3295 7.1749 1.3126 3.1781 11.3082
sales 3295 17.7667 1.4350 13.7778 22.9239
wage 3295 5.6477 0.2654 4.5777 6.2437
RD 3295 0.0024 0.0492 0 1
IND 3295 0.0719 0.2584 0 1
FOR 3295 0.0088 0.0934 0 1
ている 3295 サンプルである。表 2 にデータの記述統計を示す。



















量 L は，利潤が極大化することから最適雇用量 L* となる。
L*＝α0Y
α1（w / p）-α2 （n8）
（n8）式の対数値をとって整理すると（5）式のようになる。
lnL*t＝a1＋a2 lnYt＋a3 ln（wt / pt）
 （5）
2）　t 期の誤差項が全ての期の説明変数から独立であることを指す。
3）　t 期の誤差項が t 期以前の期の説明変数から独立であることを指す。
4）　使用する GDP デフレーターは平成 12 暦年基準であり，「一般機械」「電気機械」
「輸送用機械」の値を用いている。
3．推計結果
モデル 1 の結果を表 3 に示す。雇用調整速度は “labor01” の係数を 1 から
引いた値であり，labor01 の係数は 1％水準で有意である。よって雇用調整
速度は 0.0448 になる。この雇用調整速度を中田（2007）の推計結果と比較
してみると，中田（2007）では電機産業で 0.0404 から 0.0824，自動車産業
で 0.1641 から 0.2148 となっており，数値としてはかなり低めながら中田
（2007）の推計結果の範囲内に収まっている。
次に近年になって雇用調整速度が変化したのかどうかを確認する。モデル
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2 の推計結果を表 4 に示す。2000 年以降になって雇用調整速度が速まった
のかどうかは，“RD” と “loabor01” の交差項の係数に表れるが，この係数は
10％水準でみても有意ではなかった。今回使用したデータで見る限り，2000
年以降になって企業が雇用調整速度を速めたとは言えない。
今度はガバナンス構造による違いを確認する。モデル 3 の結果を表 5 に示
す。個人投資家比率の高さが雇用調整速度を速めるのかどうかを見るが，こ
れは “IND” と “labor01” の交差項の係数に表れる。こちらは 5％水準で有意
であった。個人投資家比率が過半数を超える場合に雇用調整速度に与える影






labor01 0.9552 0.0074 ***
sales 0.0450 0.0062 ***
wage -0.0378 0.0059 ***
_cons -0.2738 0.0598 ***







labor01 0.9649 0.0130 ***
sales 0.0370 0.0111 ***
wage -0.0356 0.0063 ***
RD 40.9231 65.9211
RD×labor01 -4.0844 5.4 673
RD×sales 4.3265 6.0671
RD×wage -14.8699 21.7642
_cons -0.2133 0.0956 **
















labor01 0.8743 0.0310 ***
sales 0.1146 0.0271 ***
wage -0.4920 0.0070 ***
IND 3.7301 1.9406 *
IND×llabor01 0.6279 0.2624 *
IND×sales -0.4364 0.2019 *
IND×wage 0.0620 0.0838
_cons -0.8639 0.2409 **







labor0l 0.9547 0.0000 ***
sales 0.0453 0.0078 ***





_cons -0.2699 0.0696 ***
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